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 この文章は、観光立国推進基本法（平成 18年法律第 117 号）第８条第１項の規定に基づく令和６年度の

観光の状況及び講じた施策並びに同条第２項の規定に基づく令和７年度において講じようとする観光施策

について報告を行うものである。 
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（参考１）本白書において利用している観光庁「インバウンド消費動向調査」は、2024 年度から実施しているも

のであり、2023 年度以前のデータは「訪日外国人消費動向調査」結果を掲載している。 
 
（参考２）本白書における三大都市圏、地方部の区分は基本的に以下のとおり。 

三大都市圏 東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、愛知県、大阪府、京都府、兵庫県 
地方部 三大都市圏以外の道県 

 
（参考３）本白書における地方ブロックの区分は基本的に以下のとおり。 

北海道 北海道 
東北 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 
関東 茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県 
北陸信越 新潟県、富山県、石川県、長野県 
中部 福井県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 
近畿 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 
中国 鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 
四国 徳島県、香川県、愛媛県、高知県 
九州 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県 
沖縄 沖縄県 


